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いわゆる「給食無償化」（学校給食費の抜本的な負担軽減）等について（案） 

【ポイント】 
 
 

〇 趣旨 

・ 保護者負担の軽減を通じた子育て支援に取り組む自治体への支援。 

〇 支援対象者の範囲 

・ 給食を実施する公立の小学校等を支援。 

〇 支援の基準額等 

・ 完全給食実施校については、令和５年実態調査における平均額（約4,700 円）

に、近年の物価動向を加味し、一月当たり●●円。 

・ 学校設置者の判断により、保護者から給食費を徴収することを可能とする余地

を残す。 

〇 実施方法と学校給食法との関係 

・ 学校給食法の改正は行わず、給食費負担軽減交付金（仮称）の創設により、食

材費相当額（給食実施校の在籍児童数に支援の基準額を乗じた額）を対象として

予算補助として実施。 

〇 安定財源の確保 

・ 今回の取組を恒久的に実施するためには、新たに恒久的かつ安定的な財源が必

要であり、現行の教育現場での活動に支障が生じないよう、既存の教育財源を原

資とすることなく、国と地方の関係について整理しつつ、その財源確保の在り方

と今回の措置とを一体的に実施。 

・ 令和８年度から新たな取組を円滑に実施するためには、いわゆる「給食無償化」

（学校給食費の抜本的な負担軽減）の実施に必要な経費が盛り込まれた予算（補

正・当初）の成立や、税制による対応も含め恒久財源を確保することが不可欠で

あり、三党で責任をもって対応。 
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〇 いわゆる「給食無償化」（学校給食費の抜本的な負担軽減）に係る負担割合 

・ 国１／２、都道府県１／２ 

※ 子育て支援を図るとの制度趣旨や、広域的な支援により財政力の違いによら

ず各市町村の給食の質を確保すべきとの観点からは、広域自治体である都道府

県の果たす役割が非常に重要 

※ 都道府県は、域内市町村の給食実施校における児童数に基準額を乗じた額を

各市町村に配分 

〇 いわゆる高校無償化に係る負担割合 

・ 国３／４、都道府県１／４ 

※ 令和８年度からの新たな制度においては、高校教育が国民的な教育になってい

ることも踏まえ、所得要件を撤廃し、支給上限額を大幅に引き上げる改正を講じ

ることで、全ての生徒に対し、公私立を問わず多様な学びの選択肢を与える制度 

 都道府県は、公立高校の設置者、私立高校の所轄庁として、高校教育を提供する

責任があり、高校無償化に一定の責任を有していることから、地方における安定的

な財源の確保を前提に、今般の拡充にあたり、都道府県負担を導入 

 

 

 


